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居住支援全国ネットワーク常任理事
日本社会事業大学専門職大学院特任准教授

令和８年度九州厚生局地域共生セミナー

「福祉と住宅をつなぐ仕組みと実装」



略歴

2002年、東京・山谷地域で生活困窮者支援を行うNPO法人自立支援
センターふるさとの会に入職。同会で常務理事、代表理事などを歴任
し、山谷では他のNPO、医療・介護関係者等と「地域ケア連携をすすめ
る会」を運営してきた。現在、居住支援全国ネットワーク常任理事。

・ホームレス支援全国ネットワーク 理事

・全国日常生活支援住居施設協議会 共同代表理事

・認知症当事者勉強会 世話人

・更生保護法人同歩会 監事

・墨田区居住支援協議会 構成員 等



居住支援のイメージ図（2018）

特定非営利活動法人やどかりサポート鹿児島（2018）「生活困窮者、高齢者、障害
者等に対する居住支援の現状と課題解決のあり方に関する調査研究事業」101頁





山谷地域の居住系社会資源

地域ケア連携をすすめる会作成



地域包括ケアを支える日常生活支援住居施設
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山友会作成



認知症になっても
 がんになっても
障害があっても
 家族やお金がなくても
地域で孤立せず
最期まで暮らせるように

ふるさとの会作成



【居住支援法人】 ㈱ふるさと

【委託】居宅移行総合支援事業

【 障害福祉サービス】自立生活援助【委託】元HL被保護者自立生活支援P

【自主事業】共同リビング（利用登録）【地域生活支援センター】 ＮＰＯふるさとの会

○来所（相談・地域互助イベント・金銭管理）、○訪問（安否確認、家事援助）、 
○電話（相談・安否確認） 、○同行（通院、転宅、ケア付き就労支援等）、○社会サービス調整

ふるさと福久井荘

【 障害福祉サービス】計画相談

アパート

グループホーム

社住・日住

生活支援
（寄りそい支援・「支えあいを支える」）

【介護支援】（有）ひまわり

社会サービス

福祉事務所

支援付き雇用

社会
サービ
ス拒否

家賃
滞納生活

トラブル

地域
トラブル

支援（関わり）の 継続性・包括性

徒歩・自転車圏内

「生きづらさ」を抱える人と地域社会
との「あいだ」 にあらたな「縁」を紡ぐ

ふるさとの会作成



（株）ふるさと作成



（株）ふるさと作成



家主も担う地域包括ケア
ーあるいは“家主に寄り添う”居住支援法人－



時間 ： 1２：００～１４：００ぐらいまで
曜日 ： 毎週 水曜日
住所 : 世田谷区弦巻1－37－10
（世田谷線・世田谷駅、徒歩10分）
TEL：03-3428-2284 FAX : 03-3428-2284

お気軽にどうぞ
おいしいお料理をたべた後、催し物も♬

こめこめカフェ地図

（株）ふるさと作成



10年間！オーナー様を悩まし続け、管理会社もお手上げ状態

すでに諦めているけどね！と弊社へ御相談いただきました。

スッキリ
解決

たった6ヶ月で
復旧しました！

初日

20日後

1ヶ月後 5ヶ月後 6ヶ月経
過

築50年！
まだまだ現役続行

「管理」は
ふるさと不動産に
おまかせください

入居者さんに
声を掛け始めました

お隣の入居者さんもお手伝いくだ
さいました。

スタッフもお手伝い あとは捨てるだけ

オーナー様から「管理」を頂戴して
すぐに着手。

（株）ふるさと作成



事例 「東向島プロジェクト」

資金分配団体：公益財団法人パブリックリソース財団
事業の種類：ソーシャルビジネス形成支援事業

【ふるさと福久井荘】（オーナー創設型）

東京都墨田区において、地元のオーナーが新築の寄宿
舎を建設し、NPO法人自立支援センターふるさとの会

が日常生活支援住居施設の用途で借り上げて運営。
入所定員16名で全室個室、居室面積は7.43㎡以上を

確保。徒歩圏内に駅、スーパー、図書館、医療機関など
生活に必要な機能が揃い、街中の生活が送れる。

支援付き住宅建設・人材育成事業（休眠預金事業）に応募

↑パブリックリソースチャンネルより
「住宅困窮者向け支援事業のご紹介【誰もが安心して暮らせる社会へ】



• 福祉部門・住宅部門・不動産協会・居住支援法人などで構成
・勉強会「大家さんの不安を解消したい！」2024年10月
・勉強会「私たちの居住支援」2025年2月、3月
・居住支援相談を開始
・豊島区居住支援協議会との交流会を開催2025年12月
・勉強会「誰もが住まいを確保できる地域へ」2026年5月

墨田区居住支援協議会（2024年3月31日設立）

• 構成員との連携事業
・高齢者等住宅あっせん事業
・すみだセーフティネット住宅
・住まい相談支援員
・居住支援法人（10団体が協議会に参加）
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相談フロー



事例への支援①

墨田区居住支援協議会資料より



事例への支援②

墨田区居住支援協議会資料より



設立3年目 見えてきた強みと課題

土台作り

仕組み作り

資源づくり

・相談／アセスメント

・構成員との連携

・10の居住支援法人が
参加

・下町文化

  etc. 

・相談体制

・家賃高騰

・成約件数の少なさ

etc.



今年度の取り組み

協議会として
• ワーキンググループの設置
• 事務局機能の強化（業務の一部を委託）

居住支援法人から
• 居住サポート住宅の申請



一般社団法人居住支援全国ネットワークは、休眠預金の資金分配団体として、能登半島地震の被災地において「災害ケースマ
ネジメント」の視点から居住支援を行う団体を支援しています。これまでに、以下の４事業を提案し、すべて採択されています。

【2024年度緊急枠】

能登半島地震被災者への住まいの相談と空き家の利活用等に関する提案」

【2024年度通常枠】

能登半島地震被災者への継続的な住まい相談と、今後災害が発生する可能性のある地域における住まい相談や空き家の利
活用を進める事前復興の取組」

【2025年度緊急枠（第一次）】

「福祉サービスの不足により被災地へ帰還できない被災者に対し、福祉サービスの充実等を図る事業等」

【2025年度緊急枠（第二次）】

「能登半島地震の被災者が地域に住み続ける力を育む居住支援事業」
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居住支援全国ネットワークの経験から
災害時のプラットフォームとして機能する居住支援協議会の役割

• 2024年度緊急枠では、能登半島地震の被災者を支援する4団体を採択し、弁護士や建築士による住まい相談、空き家調査などの活動を支援しました。
その成果として、2025年7月施行の災害救助法の改正により、士業による被災者相談が救助費の対象となるなど、制度の緩和につながりました。

• また、2024年度通常枠では、能登半島地震の被災地における継続的な住まい相談に加え、南海トラフ地震など将来の大規模災害が想定される地域に
おいて、空き家の災害時活用を含めた事前復興の取組などを支援します。5団体を採択し、活動が展開されていいます。

• さらに、2025年度緊急枠（第一次）では、福祉人材の住まい確保や建物の補修・活用を支援する公募を実施し、4団体を採択しました。

• 2025年度緊急枠（第二次）では、壊れたままの住宅に住み続ける在宅被災者を支援し、同時に公費解体により住宅が空白化した地域でコミュニティを再
生させることで、そこに人が安心して住み続けられる環境づくりを支援する事業を公募中です（7月末締切）。

• 多くの地域で被災者は住宅確保要配慮者と位置づけられており、居住支援法人による住まい支援は不可欠です。居住支援全国ネットワークは、こうした
課題に応える取組を継続していくとともに、各居住支援協議会が災害時にも住まい支援のプラットフォームとしての機能を果たせることを目指しています。

• 居住支援全国ネットワークの休眠預金関連事業の詳細は、以下をご参照ください。https://kyojushien.net/kyumin

https://kyojushien.net/kyumin


失われる住宅資源

• 公費解体により活用可能な住宅までも喪失
• 復興に必要な住宅や文化などの資源が喪失

取り残される被災者

• 様々な困難を抱えて相談できない被災者

• 平時の申請主義では届かない公的支援制度

住まいの課題を「人」と「地域」の両面から捉え、生活再建と復興を支える仕組みづくりを提案

能登で生きる人に寄り添った『住むこと』の復興支援

01 02

能登半島地震により被災し、住まいや生活の再建に困難を抱える方々を「居住支援」の観点から支援した休眠預金活用事業の成果レポート

被災地
の課題

助成
による
居住支援

災害ケースマネジメント

•アウトリーチ型の相談支援

•個別の家庭の事情に応じた伴走支援

空き家等活用事業

•直せば使える被災家屋の調査、データベース化

•被災家屋を改修した活用モデルの提案



助成事業を通じて被災地に生まれた変化

被災地の課題

民間による実践

行政との連携

新たな支援の仕組み

災害ケースマネジメント01

アウトリーチによる相談支援

行政との連携体制の構築

行政による予算化・仕組み化

相談できない被災者に寄り添い、
生活再建まで長期的に伴走支援

行政や支え合いセンターからのニーズ
をくみ取り、士業等と連携して対応

士業相談の有効性が示され、自治体で
予算化。その他の市町にも波及した

空き家等活用事業02

官民が連携した会議体設立

修繕可能な住宅の調査

行政による予算化・仕組み化

既存の住宅資源を活かした復興を目指す
官民連携の会議体やプロジェクトが創設

県の方針と連動した家屋調査が行われ、
住宅資源がデータベース化

公費解体の留保制度が創設され、
家屋調査は県が引き継ぐ形で予算化

2,246 件

577 件

1 社

相談支援の
対象者

居住環境が
改善された
被災者

育成された
社会的不動
産事業者

4,412 件

743 件

3 件

被災家屋
調査件数

活用可能性
を見出した
住宅件数

住宅改修モ
デル提案数

４つの実行団体に合計1.5億円の助成をし、1年間の活動を支援した結果

事業実施主体（資金分配団体）

一般社団法人 居住支援全国ネットワーク

本休眠預金事業のレポートサイト   

民間資金による事業モデルが効果を示し、行政との連携を通じて新たな支援の仕組みへ

https://kyojushien.net/kyumin_katsuyo/2024emergency/



日本社会事業大学専門職大学院

日本社会事業大学 専門職大学院

日本社会事業大学

1.実践力とマネジメント力の向上を目指す人に

2.１年間で修士(専門職)の学位を取得

3.仕事と両立しやすい授業形態(遠隔地も可)

福祉専門職が働きながら学ぶ大学院！

詳しくはHPをご覧ください！



詳しくは☞ https://gakuchoshitsu.net/kenshu



詳しくは☞ https://www.jcsw.ac.jp/senmonshoku/recurrent/
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